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消費税率引下げの実施に向けた周知広報

関係する事業者が早期に準備に着手できるよう、国税庁においては政府大綱の閣議決定と同日（９月15日）に国税庁ホー

ムページに「特設サイト」を開設し、リーフレットやQ＆A、説明動画を公表する等の周知広報を開始。

そのほか、下記の対応を行い、これらについて関係省庁を通じ事業者団体等へ周知文書を発出。

・ コールセンターを設置し、電話相談へ対応

・ レジ・システム開発事業者から寄せられる税務に関する質問に対応する専用の照会窓口を設けて対応

今後、オンライン説明会を開催するなど、引き続き丁寧な周知・広報に努める。

オンライン説明会の開催

事業者団体主催の説明会への講師派遣対応

飲食料品取扱事業者へのDM送付

今後の取組

特設サイトの開設

コールセンターの設置

相談への対応

レジ・システム開発事業者向けの問合せ窓口の設置

 リーフレット
（２頁、概要）

 パンフレット
（８頁、詳細）

 Q&A
（具体的な事例に基づき解説）

 説明動画



就業者負担軽減⽀援⾦の導⼊に向けた広報活動等

⾮課税者の⽅にも積極的に確定申告を⾏っていただくために、以下の対応を実施予定。

【周知・広報】

国税庁HPを通じた周知、国税庁のSNSアカウントを活⽤した発信、税務署窓⼝へ⽀援⾦

に関するリーフレットの備付・掲⽰。

【確定申告】

税務署においては、⾮課税者の⽅が適正かつ円滑に申告⼿続きを⾏っていただけるよう、

丁寧に申告相談を⾏う体制を構築。




